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● 地球の大気中の CO₂ 年平均濃度の変化
316.9ppm（1960年）➡402.9ppm（2016年）

● 地球の人為的 CO₂ 排出量の変化
5,977（100万トン-CO₂）（1950年）➡36,139（100万トン-CO₂）（2014年）

● 日本の温室効果ガスの排出状況
1,382（百万トン）（2005年度）➡1,213（百万トン）（2019年度）

● 日本の 2019 年度のエネルギー起源 CO₂ の排出内訳
産業部門 37.5％　運輸部門 20.1％　業務その他部門 18.7％
家庭部門 15.5％　エネルギー転換部門 8.7％

● 電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、
燃料電池自動車（FCV）の保有台数の増加　
13.8万台（2015年度）➡28.7万台（2020年度）

● ハイブリッド自動車の保有台数の増加
576万台（2015年度）➡1,166万台（2020年度）

● 今後、日本で利用・活用していけばよいと思うエネルギー
1位 太陽光発電 74.7％ ２位 風力発電 62.8％
3 位 水力発電 53.4％	 ４位 地熱発電 40.7％　 
5 位 バイオマス発電 33.1％

● 日本の一次エネルギーの国内供給の構成割合（2019 年度）
石油 37.1％　石炭 25.3％　天然ガス 22.4％　
再生可能エネルギー（水力除く） 8.8％　水力 3.5％　
原子力 2.8％

● 資源エネルギー庁の予想する 2030 年度の電源構成
再生可能エネルギー 36～38％　原子力 20～22％
天然ガス 20％　石炭 19％　石油等 2％　
水素・アンモニア 1％

● 100 年前に比べた日本近海の海域海面水温の上昇温度
＋1.16（℃/100年）

● 100 年前に比べた日本近海の季節別海域海面水温の上昇温度
冬（１月～ 3 月） ＋1.53（℃/100年）
春（4 月～ 6 月）＋1.12（℃/100年）
夏（7 月～ 9 月） ＋0.73（℃/100年）
秋（10 月～12 月）＋1.31（℃/100年）

経営改善、マーケティング、企画提案等に役立つ資料を多数収録。

2022

地球温暖化&
エネルギー問題 総合統計

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

ウクライナ侵攻で高騰するエネルギー価格！
脱炭素政策は、温暖化対策は？そして、私達の
生活を考えるための総合的データ集。
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10年ごとの更新です。基準値は、1991〜2020年の30年平均値で最新版！
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各年の平均気温の基準値からの偏差

長期変化傾向

日本の年平均気温偏差の経年変化

世界のエネルギー起源CO2排出量
（2019年）に占めるG20諸国の割合

日本の一次エネルギー国内供給構
成及び自給率の推移

最新トレンドから都道府県別のデータまで幅広く網羅！



国、自治体から企業まで実態と意識、対策などあらゆるデータを集録

主な内容紹介

１章  地球温暖化とは
地球温暖化の要因 / 温暖化がもたらす影響・予測 / 日
本における温暖化予測 / 地球温暖化問題の経緯 / パリ
協定・各国の温室効果ガス削減目標　など

2章  温室効果ガスの排出量データ
主要国の温室効果ガス排出量 / 世界のエネルギー起源
CO₂ 排出量 / 日本の温室効果ガス排出量 / 国連気候
変動枠組条約附属書Ⅰ国の 2019 年の温室効果ガス
排出量データ（1990 年との比較）　など

3章  自然環境の変化・影響
世界と日本の気温の変化 / 日本における極端現象 /
ヒートアイランド現象 / オゾン層の変化 / 酸性雨 / 海
洋の変化 / 森林の状況 / 世界の異常気象　など

4章  温暖化に対する意識
気候変動に関する世論調査 / 温室効果ガス排出抑制に対する意識 /SDGs に関する企業の意
識 / カーボンニュートラル実現に向けた企業意識 / 気候変動に関する意識の国際比較　など

5章  温暖化対策
日本の地球温暖化対策計画における対策・施策 / ２０１９年度における団体別地球温暖化対
策計画の進捗状況 / 代替フロンからグリーンフロン冷媒への転換 / 農業分野における地球
温暖化対策 / 遮熱性舗装 / 住宅と非住宅の０エネルギー化　など

6章  エネルギーに関するデータ
世界と日本のエネルギー自給率 / 世界と日本のエネルギー資源と消費 / 日本のエネルギー国内供
給 / 再生可能エネルギー / 太陽光発電 / 風力発電 / 地熱 / 水素エネルギー / 原子力発電　など

7章  エネルギーに関する意識
投資家の 2020 年以降の展望 / 再生可能エネルギーに対する考え / 節電意識 / 太陽光発
電と家庭の電気料金に関する意識 / 原子力に関する意識　など

主な出典元：�官庁統計、各種企業・団体

食の安全と健康意識データ集
2022

食生活データ総合統計年報
2022

余暇・レジャー&観光
総合統計2021

災害と防災・防犯
統計データ集2021

地球温暖化 & エネルギー問題総合統計 2022

ISBN978-4-86563-080-0（2022年2月刊行）
Ａ４判 ・ ３２８頁 ・ 定価１４,８００円＋税
ノロウイルスや鳥インフルエンザなど……
食の安全と健康を守る社会システムをどう
構築するかを考えるための豊富な資料集。

ISBN978-4-86563-079-4（2022年1月刊行）
Ａ４判 ・ ３４４頁 ・ 定価１４,８００円＋税
コロナ禍で売上減少の外食産業をどうするか？
ウィズコロナ食生活の変化を捉えるための豊富
な資料を満載！

ISBN978-4-86563-072-5（2021年6月刊行）
Ａ４判 ・ ３３６頁 ・ 定価１４,８００円＋税
新型コロナ禍終息後の日常生活と観光経済
をどう回復するのか？
地域振興のヒントが満載！

ISBN978-4-86563-074-9（2021年8月刊行）
Ａ４判 ・ ３４４頁 ・ 定価１４,８００円＋税
気候変動による被害の増加。被災者の体験
から学ぶ防災対策のあり方とは？ 対策の見
直しと住民の安全のための幅広いデータ集。
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1-1-1
地球温

暖化の
メカニ

ズム

図表

地球は
太陽か

らの日
射で暖

められ
る

エーロ
ゾル

暖めら
れた地

表や雲
、エー

ロゾル
、

水蒸気
、温室

効果ガ
ス等に

よる赤
外放射

太陽か
らの日

射は、
大気中

のちり
（エー

ロゾル
）や

水蒸気
、雲な

どによ
って吸

収、反
射及び

散乱さ
れる

地球の
大気に

わずか
に含ま

れる

二酸化
炭素や

メタン
等は、

日射に

ついて
はその

ほとん
どを透

過す

るが、
地表面

から地
球の外

に向か

う赤外
放射（

上向き
赤外放

射）を

吸収し
、再び

あらゆ
る方向

に赤外

放射を
放出す

る。赤
外放射

の中に

は、地
表面に

向かう
もの（

下向き

赤外放
射）も

含まれ
ている

ため、

これら
のガス

が存在
しない

場合

に比べ
て地表

面及び
大気の

気温

は高く
なる。

この仕
組みを

「温室
効果」

といい
、

温室効
果を引

き起こ
す二酸

化炭

素やメ
タン等

のガス
を「温

室効果

ガス」
という

。

大気（
雲、エ

ーロゾ
ル、

水蒸気
、温室

効果ガ
ス等

を含む
）

大気現
象の源

である
日射

出典：気象庁「日射・赤外放射 さらに詳しい知識」

1 地
球温暖

化の要
因

気象庁「日射・赤外放射 さらに詳しい知識」、文部科学省・経済産業省・気象庁・環境省訳「IPCC 第5次評価報告書 統合報告書 本文」、

環境省「環境白書（平成18年度版、平成19年度版、令和3年度版）」、気象庁訳「IPCC 第5次評価報告書　第1作業部会報告書　

政策決定者向け要約」、気象庁「温室効果ガス Web 科学館 展示室3 二酸化炭素濃度解析の結果」、環境省「環境統計集（平成29

年版）」、気象庁「海洋の炭素循環」

1-1-2
世界平

均温室
効果ガ

ス濃度
の

変化（1750年～2000年）

図表

1-1-3
地球の

気候シ
ステム

内部の
エネ

ルギー
蓄積量

（1971年～2010年）

図表
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出典：文部科学省・経済産業省・気象庁・環境省訳「IPCC 第 5 次評価報告書 統合報告書 本文」
出典：文部科学省・経済産業省・気象庁・環境省訳「IPCC 第 5 次評価報告書 統合報告書 本文」

日射と赤外放射の関係
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4 地球
温暖化問

題の経緯
〜気候変

動に関す
る枠組に

ついて〜

千葉県地球温暖化防止推進センター「地球温暖化関係年表」、郡山市役所「マテリアルファイル　グループ47資料1」、外務省「国連

気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）、京都議定書第16回締約国会合（CMP16）、パリ協定第3回締約国会合（CMA3）等」「気

候変動に関する国際枠組み」、外務省 HP 「国連交渉（COP、CMP、CMA、SB）」「2020年以降の枠組み：パリ協定」、経済産業省「国

際気候変動枠組み条約交渉（概要）」、環境省「京都メカニズムの概要」

1-4-1
地球温暖

化関係年
表（1979

年～20
21年）　

図表

年

動きや目
的、成果

など

世界の動
き

日本の動
き

1979
■第1回世界

気候会議

スイスジ
ュネーブ

で世界気
候機関（

WMO）が開
催

WMO総会で
世界気候

計画が採
択

1985
■フィラ

ハ会議

オースト
ラリア フィラ

ハ国連環
境（UNEP）が科

学者によ
る地球温

暖化に関
する国際

会議を開
催

1988

■変化す
る地球大

気に関す
る国際会

議

カナダ トロン
トで46各国の

政治家、
研究者に

よる地球
温暖化会

議がカナ
ダ政府の

呼びかけ
により開

催された
。

CO2排出量
を2005年まで

に1988年比 20％削減
する事を

提案

■ UNEPとWMOが共同
で気候変

動に関す
る政府間

パネル（
IPCC）を設

置

1990
■第2回世界

気候会議

■ IPCC第1次評価
報告書公

表

国連気候
変動枠組

条約を後
押しした

。

●地球温
暖化防止

行動計画
を策定

1992
■国連環

境開発会
議（地球

サミット
）

ブラジル
 リオデ

ジャネイ
ロで開催

気候変動
枠組条約

を締結、
155ヵ国が

署名、1994年発行

●気候変
動枠組条

約に署名

1993 ●環境基
本法を制

定

1995
■ IPCC第2次評価

報告書公
表

■気候変
動枠組条

約第1回締約
国会議（

COP1）

ドイツ ベルリ
ンで開催

1996 ■気候変
動枠組条

約第2回締約
国会議（

COP2）スイ
スジュネ

ーブで開
催

1997

■気候変
動枠組条

約第3回締約
国会議（

COP3）

日本 京都で
京都議定

書を採択

京都メ
カニズ

ムとよ
ばれ共

同実施
（JI）、クリ

ーン開
発メカ

ニズム

（CDM）、排
出量取引

の3つの制
度を導入

温室効果
ガスの削

減目標を
基準比 6％減に

設定

●内閣に
地球温暖

化対策推
進本部を

設置

1998 気候変動
枠組条約

第4回締約
国会議（

COP4）

●地球温
暖化対策

推進法を
制定

1999 気候変動
枠組条約

第5回締約
国会議（

COP5）

●地球温
暖化対策

に関する
基本方針

を閣議決
定

2000 ■気候変
動枠組条

約第6回締約
国会議（

COP6）

●循環型
社会形成

推進基本
法を制定

●グリー
ン購入法

を制定

国が物品
を購入す

る際には
環境に配

慮された
製品を購

入しなけ
ればな

らない。

2001 ■気候変
動枠組条

約第7回締約
国会議（

COP7）

●第3回フォ
ローアッ

プ報告

2002
■気候変

動枠組条
約第8回締約

国会議（
COP8）

■イギリ
スで排出

量取引制
度が開始

●省エネ
ルギー法

を改正

大規模工
場に準ず

る大規模
オフィス

ビルなど
に対して

、新エネ
ルギー

管理を義
務化

● PRS法を制
定

電気事業
者に対し

て、新エ
ネルギー

等から得
られる電

気の一定
量以上

の利用を
義務づけ

る法律

●地球温
暖化対策

推進法を
改定

●京都議
定書の批

准が決定

●地球温
暖化対策

推進大綱
を見直し

2003
■気候変

動枠組条
約第9回締約

国会議（
COP9）

■シカゴ
気候取引

所（CCX）で排
出量取引

が開始2010年に閉
鎖

●第1次エネ
ルギー基

本計画を
閣議決定

●環境保
全活動・

環境教育
推進法を

制定

●循環型
社会形成

推進基本
計画を閣

議決定

2004 ■気候変
動枠組条

約第10回締約
国会議（

COP10）

●環境配
慮促進法

を制定

環境報告
書の作成

及び公表
を求める

法律

2005

■気候変
動枠組条

約第11回締約
国会議（

COP11）及び
京都議定

書第1

回締約国
会合（CMP1）

■京都議
定書発効

法的な拘
束力が発

生した。

アメリカ
、オース

トラリア
などが不

参加

■ EU域内排
出量取引

制度（EU ETS）が開
始

●省エネ
ルギー法

を改正

●京都議
定書目標

達成計画
を策定

●地球温
暖化対策

推進法を
改正

温室効果
ガス算定

・報告・
公表制度

を導入

2006

■気候変
動枠組条

約第12回締約
国会議（

COP12）及び
京都議定

書第2

回締約国
会合（CMP2）

■イギリ
スで「ス

ターン・
レビュー

」発表

イギリス
政府の依

頼により
ニコラス

・スター
ンが作成

した報告
書

●地球温
暖化対策

推進法案
を改正

2007

■アメリ
カ大統領

アル・ゴ
ア氏と

IPCCがノー
ベル平和

賞を受賞

■気候変
動枠組条

約第13回締約
国会議（

COP13）及び
京都議定

書第3

回締約国
会合（CMP3）

●「クー
ルアース

50」を発
表

世界の温
室効果ガ

ス排出量
を2050年まで

に現状比
で半減さ

せる長期
目

標を提案

●環境配
慮契約法

を制定
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1-5-1 パリ協定における各国の20
30年温室効果ガス排出削減

目標

図表

出典：外務省「日本の排
出削減目標」

1-5-2 日本の2030年度温室効果
ガス排出削減目標（2021年1

0月22日閣議決定）

図表

注：1）2016年 5月 13日に閣議決定した時の目
標（2030年度の温室効果ガス削減

目標を 2013年度比で定めたもの）

出典：環境省「地球温暖
化対策計画（令和３年 10月 22日閣議決定）」

5 パリ協定・各国の温室効
果ガス削減目標

外務省「日本の排出削減
目標」

環境省「地球温暖化対策
計画（令和3年10月22日閣

議決定）」

国・地域
2030年目標

2050
ネットゼロ

日本

-46%（2013年度比）（さらに、

50％の高みに向け、挑戦を
続け

ていく）

表明済み

アルゼンチン 排出上限を年間3.49億 t 表明済み

オーストラリア
-26 ～ -28%（2005年比）

-35%見通し
表明済み

ブラジル -43％（2005年比） 表明済み

カナダ -40 ～ -45%（2005年比） 表明済み

中国

（1）CO2排出量のピークを

2030年より前にすることを

目指す
（2）GDP当たり CO2排出量を

-65%以上（2005年比）

CO2排出を
2060年までに
ネットゼロ

フランス・ドイツ・

イタリア・EU
-55%以上（1990年比） 表明済み

インド
GDP当たり排出量を -33～

-35%（2005年比）
2070年
ネットゼロ

温室効果ガス排出量・
吸収量

（単位：億 t-CO2）

2013年度排出実績 2030年度排出量
削減率

従来目標1）

14.08 7.60 ▲46％ ▲26％

エネルギー起源 CO2

12.35 6.77 ▲45％ ▲25％

部
門
別

産業
4.63 2.89 ▲38％

▲7％

業務その他
2.38 1.16 ▲51％ ▲40％

家庭
2.08 0.70 ▲66％ ▲39％

運輸
2.24 1.46 ▲35％ ▲27％

エネルギー転換
1.06 0.56 ▲47％ ▲27％

非エネルギー起源 CO2、メタン、N2Ｏ
1.34 1.15 ▲14％

▲8％

HFC等４ガス（フロン類）
0.39 0.22 ▲44％ ▲25％

吸収源
－ ▲0.48

－ (▲0.37億 t-CO2)

2国間クレジット制度（JCM）
官民連携で2030年度までの累積で１億

t-CO2程度の国際的な排出
削減・吸

収量を目指す。我が国と
して獲得したクレジット

を我が国の NDC達成のた

めに適切にカウントする
。

－

国・地域
2030年目標

2050
ネットゼロ

インドネシア
-29％（BAU比）（無条件）

-41％（BAU比）（条件付）
2060年
ネットゼロ

韓国 -40％（2018年比） 表明済み

メキシコ
-22％（BAU比）（無条件）

-36％（BAU比）（条件付）
表明済み

ロシア 1990年排出量の70％（-30%）
2060年
ネットゼロ

サウジアラビア 2.78億 t削減（2019年比）
2060年
ネットゼロ

南アフリカ
2026年～2030年の排出量を

3.5～4.2億 tに 

表明済み

トルコ 最大 -21％（BAU比） －

英国 -68％以上（1990年比） 表明済み

米国 -50 ～ -52%（2005年比） 表明済み

地球温暖化
対策環境関

連税制
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1

2

6

3

4

5
温
暖
化
対
策

7

4 地球温暖
化対策環境

関連税制

財務省「地
球温暖化対

策のための
税に関する

資料」「自動
車関係諸税

・エネルギ
ー関係諸税

に関する資
料」

5-4-1 エネルギー課
税の種類

図表

潤
滑
油

ジ
ェ
ッ
ト
燃
料
油

軽   

油

灯   

油

ガ
ソ
リ
ン

国
産
原
油

ナ
フ
サ
等

輸
入
原
油

重   

油

国
産
石
炭

輸
入
石
炭

輸
入
Ｌ
Ｐ
Ｇ

国
産
天
然
ガ
ス

輸
入
Ｌ
Ｎ
Ｇ

石
化
用
ナ
フ
サ
等

（
特
例
税
率
）

石
油
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
等

農
林
漁
業
Ａ
重
油

非
製
品
ガ
ス

沖
縄
発
電
用
Ｌ
Ｎ
Ｇ

鉄
鋼
、
コ
ー
ク
ス
、
セ
メ
ン
ト
製
造
用
石
炭

沖
縄
発
電
用
石
炭

塩

苛
性
ソ
ー
ダ

苛
性
ソ
ー
ダ

苛
性
ソ
ー
ダ

船
舶

航
空
機

船
舶
・
鉄
道

農
林
漁
業

700円／ t
1,080円／ t

2,040円／ kl

670
円／ t

780
円／ t

760
円／ kl

石
油
石
炭
税

輸入石油製
品

9,800
円
／

kl

石
油
ガ
ス
税

電
源
開
発
促
進
税

375
円
／

1,000kW
h

375
円
／

1,000kW
h

電
源
開
発
促
進
税

9,000円
／

kl

航
空
機
燃
料
税

32,100円
／

kl

軽
油
引
取
税

53,800円
／

kl

揮
発
油
税
等

特
定
用
途
免
税

灯
油
免
税

石
化
用
ナ
フ
サ
免
税

特
定
用
途
免
税

沖
縄（
1
／
2
）、離
島（
3
／
4
）軽
減

出典：財務
省「地球温

暖化対策の
ための税に

関する資料
」

301円
石　炭

400円

ガス状
炭化水素

（LPG・LNG）779円

原　　油
・

石油製品

（参考）CO2排出量 1トン当たり
の税率

1,370円
（1t当たり）

700円

石　炭

1,860円
（1t当たり）

1,080円

ガス状炭化
水素

（LPG・LNG）

2,800円

（1kl当たり）

2,040円

原　　油
・

石油製品石
油
石
炭
税

〔税  率〕

上乗せ
税率

上乗せ
税率

本則
税率

本則
税率

289円

670円
780円

760円

世界のエネルギー起源CO₂排出量（2019年）
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2-2-3 世界のエネルギー起源 CO2排出量（2019年）に占めるG20諸国の割合
図表

2-2-4
世界のエネルギー起源CO2排出量（2019年）に占めるカンクン合意に基づき緩和目標・行動を提出した国1）の割合

図表

G7以外のG20
約57%

G7
約24%

G7以外のG20
約57%

G7
約24%

ロシア

中国

EU28ヵ国
（G7諸国1）

除く）

カナダ
ドイツ

トルコ
1.1%

アルゼンチン
0.5%

その他

19.6%

オーストラリア
1.1%
ブラジル
1.2%
メキシコ
1.2%
南アフリカ
1.3%
サウジ
アラビア
1.5%
インドネシア
1.7%
韓国
1.7%

インド

フランス
イタリア
イギリス

日本

アメリカ

世界の
エネルギー起源

CO2排出量
336億トン

うち、G20諸国の排出量
270億トン
（約80％）

14.1%

3.1% 1.9%
1.7% 1.0%
0.9% 0.9%

4.2%

29.4%6.9%

4.9%

I非附属書I国
約48%

付属書I国3）

約35%

非附属書I国
約48%
非附属書I国
約48%
非附属書I国
約48%

付属書I国3）

約35%

未提出国その他2）

その他提出国
4.0%
シンガポール
0.1%
ブラジル
1.2%
メキシコ
1.2%
南アフリカ
1.3%
インド
ネシア
1.7%

韓国
1.7%

インド
中国

その他
附属書I国

オース
トラリア

カナダ

日本

ロシア

EU28ヵ国

アメリカ

世界の
エネルギー起源

CO2排出量
336億トン

14.1%

8.9%

4.9%

3.1%1.7%
1.1%

1.6%
29.4%

6.9%

16.9%

注：1）ドイツ、イギリス、イタリア、フランス出典：国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2021 
EDITIONを基に環境省作成

注：1）FCCC/SBI/2013/INF.12/Rev.3を参照。：2）注：1）のうち、出典に国別排出量が掲載されていない国は、「未提出国その他」
に含まれている。：3）カザフスタンは含まれているが、緩和目標・行動が未提出であるトルコは含まれ
ていない。

出典：国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2021 
EDITIONを基に環境省作成

2-2-1 世界のエネルギー起源CO2排出量（2019年）
図表

2-2-2 主な国別、1人当たりエネルギー起源CO2排出量（2019年）
図表

EU28ヵ国
（29.9）

8.9％

EU15ヵ国
（23.6）

7.0％

その他
（65.4）

オーストラリア
（3.8）1.1%
ブラジル
（4.1）1.2%
メキシコ
（4.2）1.2%
南アフリカ
（4.3）1.3%
サウジ
アラビア
（5.0）1.5%
カナダ
（5.7）1.7%
インドネシア
（5.8）1.7%
イラン
（5.8）1.7%
韓国
（5.9）1.7%
日本
（10.6）

ロシア
（16.4）

インド
（23.1） フランス

（2.9）

イタリア
（3.1）

イギリス
（3.4）

ドイツ
（6.4）

アメリカ
（47.4）

中国（98.8）

世界の
エネルギー起源

CO2排出量
336億トン

29.4%

14.1%1.9%
1.0%
0.9%
0.9%

6.9%

4.9%

3.1%

19.4%

0 5 10 15 20 25 30 35

4.39

30.68
18.22

15.19
15.01

14.45
14.44

11.36
11.33

8.37
7.75

7.40
7.07
7.04

5.13
5.12

4.36
3.33

2.16
1.95
1.69

0.46ナイジェリア
インド

ブラジル

インドネシア

メキシコ

フランス

イギリス

イタリア
イラン
中国

南アフリカ
ドイツ
日本
韓国
ロシア

アメリカ

サウジアラビア

オーストラリア
カナダ

アラブ首長国連邦

カタール

世界平均

（トン／人）

（注）1　（　）の数値は排出量（単位：億トン）2　EU15ヵ国は、COP3（京都会議）開催時点での加盟国である。3　四捨五入のため、各国の排出量の合計は世界の総排出量と一致しないことがある。
出典：国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2021 

EDITIONを基に環境省作成

出典：国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2021 
EDITIONを基に環境省作成

2 世界のエネルギー起源CO₂排出量（2019年）
環境省「世界のエネルギー起源CO2排出量（2019年）」
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3 主要国の温室効果ガス排出量
環境省「2019年度における地球温暖化対策計画の進捗状況（2021年3月）」

2-3-1 主要先進国の温室効果ガス（LULUCFを除く）排出量の推移（1990年〜2019年）

図表

（注）1　EU28の排出量はイギリスを含む

2　日本、EUの排出量は間接 CO2を含む

3　アメリカ、ロシア、カナダの 2019年排出量（速報値）は未公表

資料：Greenhouse Gas Inventory Data（UNFCCC）、Approximated estimates for greenhouse gas emissions（EEA）を基に作成

（注）1　エネルギー起源 CO2：発電、交通、暖冷房等のために化石燃料を燃焼した際等に発生する二酸化炭素

2　上記の値は IEAの推計に基づく値であり、各国のインベントリの値とは異なることに注意

3　ロシア、EU28、EU27の 2019年値は未公表

4　EU28の排出量はイギリスを含む

資料：CO2 Emissions from Fuel Combustion 2020（IEA）を基に作成

2-3-2 主要排出国のエネルギー起源CO2排出量の推移（IEA推計）（1990年〜2019年）

図表
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対策評価指標
（化学肥料需要量）

A
（2030年度目標水準を上回

ると考えられ、2016年度

実績値が既に2030年度目標

水準を上回る）

排出削減量

C
（2030年度目標水準と同程

度になると考えられる
）

対策評価指標
（森林施業面積）

D
（取組がこのままの場

合に

は対策評価指標等が2030年

度に目標水準を下回る
と

考えられる対策）

吸収量

C
（2030年度目標水準と同程

度になると考えられる
）

対策評価指標
（土壌炭素貯留量
（鉱質土壌））

D
（2030年度に目標水準を

下回ると考えられる）

吸収量

D
（2030年度に目標水準を

下回ると考えられる）

5-6-5 農地土壌に関連する温室
効果ガス排出削減対策（

一酸化二窒素）

図表

5-6-6 森林吸収源対策図表

5-6-7 農地土壌吸収源対策図表

（注）太字は実績値、
 は 2017年値

（注）太字は実績値、
 は 2019年値

（注）太字は実績値、
 は 2019年値

＜排出削減量＞

具体的内容

対策評価指標、排出削
減量の実績と見込み

対策・施策に関する評
価

（2017年度までの実績
を踏まえた評価）

施肥に伴い発生する一
酸化二窒素について、施

肥量の低減、分肥、緩効
性

肥料の利用により排出
量の抑制化を図る。

2030年度排出削減目標

10.2万t-CO2

※BAUケースとの比較

＜対策評価指標（化学肥
料需要量）＞
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0

10

（万t-CO2）
　20
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3.13.1

4.74.7
6.36.3

7.2

10.210.2

5.1

12.3

9.39.3

2030
（年度）

20282026202420222020201820162013

4.04.0
見込み
実績

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

（万t-CO2）
6,000

3,800以上

2,7802,780

5,1725,172

5,2275,227 4,9854,985

4,7354,735 4,7714,771

4,6674,667

2030
（年度）

20282026202420222020201820162013
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6-1-1 主要国の一次エネルギー自給率比較（2018年）
図表
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エネルギー自給率：
国民生活や経済活動に必要な一次エネルギーのうち、自国内で算出・確保できる比率のこと。

エネルギー自給率

※1 一次エネルギー国内産出：
石炭、原油、天然ガス、原子力、再
生可能エネルギー、未活用エネ
ルギーの国内産出量

※2 一次エネルギー国内供給：
石炭、石炭製品、原油、石油製品、天然ガス、都市ガス、原子力、再
生可能エネルギー、未活用エネ
ルギーの国内産出量と輸入量の
合計から輸出量を差引き、供給
在庫変動量を加減（取崩しは加
算。積み増しは減算。）した量。

＝
一次エネルギー国内産出（※1）
一次エネルギー国内供給（※2）

（注）表中の順位は OECD35 ヵ国中の順位資料：IEA「World Energy Balances 2019」の 2018 年度速報値、日本のみ資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の 2018 年度速報値
出典：経済産業省資源エネルギー庁「日本のエネルギー2020 エネルギーの今を知る 10 の質問」

6-1-2 日本の一次エネルギー国内供給構成及び自給率の推移（1960年度〜2019年度）
図表
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1 世界と日本のエネルギー自給率
経済産業省資源エネルギー庁「日本のエネルギー2020 エネルギーの今を知る 10の質問」「エネルギー白書2021」
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5 日本の温室効果ガス排出量2-5-1 日本の温室効果ガス排出量及び吸収量の推移（1990年度〜2019年度）
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6-2-8 2030年度の人口とエネルギー需要・一次エネルギー供給の推計

（2013年度・2018年度・2030年度） 

図表
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（注）1　再エネには、未活用エネルギーが含まれる。
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2017）

出典：資源エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」
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6-2-6 実質 GDP 当たり一次エネルギー国内供給（2005年度〜2020年度）

図表

6-2-7 人口当たり一次エネルギー国内供給（2005年度〜2020年度）
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6-2-5 一次エネルギー国内供給増減（2020年度）

図表
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7-2-3 再生可能エネルギー設備と生態
系被害

図表

7-2-4 再生可能エネルギー設備開発に
よる環境への影響
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7-2-1 再生可能エネルギーの拡大と気
候変動問題

図表

7-2-2 風力発電機や太陽光パネルがお
こす問題
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2 再生可能エネルギーに対する考え
国際環境 NGO グリーンピース・ジャパン「再生エネルギーに対する考え 調査結果」（インターネット調査）

2020年12月調査、国内在住の16歳〜69歳の男女1,000名対象

〈再生可能エネルギーを拡大することにより気候変動問題を

解決することができることに同意するか〉

〈再生可能エネルギー設備には生態系被害が伴う

（風力タービン→鳥類、洋上風力→海洋生態）ことに同意するか〉

〈風力発電機は低周波及び騒音公害問題、太陽光パネルは

有害物質や電磁波被害などをおこすことに同意するか〉

〈再生可能エネルギー設備開発は、山林伐採などによる山地などの

生態系・景観破壊や地域環境に悪影響であることに同意するか〉


